
解釈の変更に伴う、ドイツ非居住者のドイツNexus IPに関する課税 

ドイツ国外居住者の無形資産（IP）に関する
ドイツにおける課税：ETT/ORIP 

ETT/ORIP

背景 
おおよそ1世紀前に導入されているドイツ税
法上の規定に関する、今回のドイツ税務当
局の新しい解釈は、国外の納税者にとって
非常に不都合な、ドイツでの課税を招く可

能性があります。今回の新解釈において、
ドイツNexus IPに関する所得は、ドイツ非
居住者がその所得を得ている場合であって
も、ドイツでの課税対象となります。驚く

べきと言って然るべき本規定ですが、納税
者は現在有効な本規定に従う必要がありま
す。



ETT/ORIP

ETT/ORIPとは？
ETT/ORIPは、ドイツNexus IPの非居住者の
課税という背景において使われる略称であり、
それぞれExtraterritorial Transfer Taxおよび
Offshore Receipts in respect of Intangible 
Propertyの略称です。

ETTはIPの譲渡におけるキャピタルゲイン課税
を指します。関連するIPの経済的所有権が譲
渡されたかどうかを判断するには、ケースバイ
ケースの分析が必要となります。

ドイツNexus IPとは？
ETT/ORIPは、全ての無形資産に適用される
わけではなく、その「権利」がドイツ国内レジ
スターに「登録されている (registered)」、も
しくはその「権利」がドイツ国内に所在する施
設にて「利用されている (exploited)」場合に
生じます。これらの権利がドイツNexus IPと呼
ばれます。

「権利」とは、知的財産としての（法律上もし
くは契約上の）法的保護を享受している、主
に、特許、商標、企業秘密(ノウハウを含む)お
よび著作権を含みます。権利は、公的レジス
ターにおいて「Registry2」に登録された場合
に、「登録されている」とされます (registered 
IP)。
ドイツ特許商標庁（DPMA/ Deutsche Patent 
und Markenamt）にリストされている全ての
権利が国内に登録されているとは限らず、例
えばヨーロッパの商標は国内に登録されてい
るとはみなされません。商標および特許の登
録に関しては、ドイツ特許商標庁、欧州連合知
的財産庁（EUIPO/ EU Intellectual Property 
Office）、世界知的所有権機関（WIPO/ World 
Intellectual
Property Organization）の規定に基づく、複数
のステップがあります。ETT/ORIP課税に関係
するIPかどうかについては、ケースバイケース
の判断が必要となります。

権利がドイツ国内に所在する施設で「利用され
ている」かについては、事実関係に基づく確認
が必要となります (exploited IP)。

ドイツにおける、ETT/ORIPの対象となるIP
は、多くの場合、その他の権利を含む権利の束
の一部です。ドイツ課税の対象となる金額を算
出するための手法はいくつかありますが、いず
れの手法においても、詳細な経済分析が必要
となります。

課税対象所得とは？
ETTの場合、譲渡時のドイツNexus IPのキャ
ピタルゲインが課税対象となり、ORIPの場合、
ドイツNexus IPに該当する受取使用料が課税
対象となります。
多くの場合、キャピタルゲインもしくは、受取
使用料は、ドイツNexus IP以外の、ほかの国
に登録されている権利や著作権などを含んで
います。ドイツNexus IPに該当する所得の配
分については、例えば、下記の手法が考えられ
ます：

コスト・アプローチ（CA）
CAにおいては、登録による価値の（増加した）
値を使用します。従って、CAにおいて、登録
費用およびマークアップが、該当するドイツ
Nexus IPの価値だとみなされます。

ボトムアップ・アプローチ（BUA）
BUAにおいては、ドイツNexus IPの独立第三
者間取引価格を使用します。多くの場合、同様
の第三者間取引の価格検証が、データベース・
スタディによって行われます。

トップダウン・アプローチ（TDA）
TDAにおいては、キャピタルゲインもしくは受
取使用料の総額をベースに、経済分析に基き、
ドイツNexus IPにその割合に基づいた金額の
分配が行われます。

適切な手法およびその適用に関する選択は、ケ
ースバイケースで行われます。包括的な経済分
析において、通常、業界、ビジネスモデル、バリ
ューチェーンの分析が含まれます。その際、ど
のドイツNexus IPが実際に使用されているか、
追加の法的保護（例えばEU商標）が存在する
か、また、ドイツNexus IPによる特定の価値貢
献についてなどの理解が必要となってきます。 

必要情報とは？
ドイツNexus IPの存在およびそれによる影響
を分析するために、以下の情報が重要となって
きます：

•	 使用料契約

•	 コスト・シェアリング契約

•	 IP譲渡契約

•	 グループの資本関係図

ETT課税の対象となる可能性のある取引

ORIPはIPの利用に対して支払われた使用料
（ロイヤルティやライセンス・フィーなど）に対
し、15.825%の源泉課税が生じます。

ORIP課税の対象となる可能性のある取引

譲渡（ETT）とみなすか、使用料の支払
（ORIP）とみなすかについても、ケースバイケ
ースの分析が必要となります。
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•	� 支払いの受益者および支払者に関する情報
（所在地、代表者）

•	� 受益者および支払者の居住者証明書および
受益者法人の設立に関する書面

•	 四半期ごとの使用料支払いに関する情報

•	 IP譲渡における取引額

•	 資産・株譲渡における取引額のうちIP該当分

•	� ドイツNexus IPに関係するセグメント化した
売上額

•	� ドイツNexus IPの登録および訴訟に関する
費用、およびグループのWACC（加重平均資
本コスト）

•	 IP譲渡における評価レポート

•	� 使用料の支払者および受益者の居住国にお
けるその税務上の扱い



推奨されるアクション
2020年11月19日にドイツ財務省（MOF）よ
り、ドイツ公的レジストリーに登録されている
IP（registered IP）に関しては、ETT/ORIP課
税が生じないという旨の法律改正案が発表さ
れました。ドイツ国内施設において利用され
ているIP（exploited IP）については、この改正
案においても引き続き課税対象となっていま
した。
しかし、その後発表された政府から承認され
た草案においては、この緩和策（登録されてい
るIPについては課税なし）は含まれていません
でした。
この法律草案発表前および後に、MOFは通達
を発行しています。11月6日に公表された通達
は、現行ルール（つまり、登録されているIPに
ついても課税あり）の適用を肯定し、納税者に
対してコンプライアンス義務を促す内容となっ
ています。また、2021年2月11日に発表された
通達において、登録されているIP（registered 
IP）で、かつ、租税条約が適用されドイツが課
税権を持たないケースに関しては、納税者のコ
ンプライアンス義務が軽減されています（ドイ
ツの国内施設で利用されているIPについては、
これに該当せずコンプライアンス義務は軽減
されません。）。

以上を考慮すると、実状に応じて次のアクショ
ンが必要となってきます。

1.	ETT/ORIP課税リスクの検討
検討において、下記について考慮する必要があ
ります。

	• 考えうるIP譲渡取引の特定

	• 四半期ごとの使用料支払いの特定

	• ドイツNexus IPの特定（ドイツでの利用もし
くは登録）

	• 租税条約適用について判断

	• 租税条約の適用がない、もしくは不確定の場
合：ドイツNexus IP該当額の査定

原則的には、課税リスクの検討は、納税者が当
該ルールに関する認識がなかったという前提
において、過去7年に渡って行う必要がありま
すが、2013年1月1日まで遡って検証を行うこと
が推奨されます。

2.	 税務署に対する開示および申告書の提出
ETT課税リスクが特定され、かつ、租税条約の
適用がない場合、課税所得となるキャピタルゲ
イン額の算出をしたうえで、税務署に対して情
報の開示および申告書の提出の必要がありま
す。ETTかつ、租税条約の適用のある（ドイツ
が課税権を持たない）場合にも、適切な開示及
び申告書の提出（この場合にはゼロ申告）が必
要となります。

ORIP課税リスクが特定された場合、四半期ご
との源泉税申告を提出し、源泉税を納付する
必要があります。源泉税申告期日は、暦年四半
期末の翌月10日です。原則的には、免税証明書
がない限り、租税条約の適用に関わりなく源泉

ETT/ORIP

税申告および納付を行う必要があり、支払われ
た源泉税は、租税条約が適用される場合には
還付手続きをすることとなります。
なお、登録されているIP（registered IP）に
係る使用料については、納税者が租税条約
の適用を明確に示すことができる限りにお
いて、2021年2月11日に発行した通達に規定
された簡易ルールの適用が可能です。その場
合、2021年9月30日までに支払われた使用料
に関して、2021年12月31日までに免税証明書
を申請し、適切な開示（契約書コピー、それに
関する説明およびドイツ語訳を含む）を行いま
す。この簡易ルール適用によって、課税対象所
得の算出、源泉税申告・納付、および還付手続
きは不要となります。ただし、依然として詳細
な事実関係の確認およびその開示は必要とな
ります。

特に、租税条約の適用がない又は適用が不明
な場合、もしくは、ドイツでIPが利用されてい
る（exploited IP）場合には、申告書（ETTの場
合）又は源泉税申告（ORIPの場合）の提出が
必要となりますが、これには、すべての関係す
る事実関係を開示し、税務当局による課税所
得の算出を可能にする必要があります。通達に
よると、税務当局はTDA、つまり収益をベース
とした配分のみを許容していますが、事実関係
に基づいて、適切な算出の手法を決定すべきで
あると考えられます。

ETT/ORIPに関する規定および個々の事実関
係を包括的に考慮したうえで、今後のステップ
を特定することが推奨されます。
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